
経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

地域産業活性化協議会の関係法令に関わる地方支分部局への意見聴取、協議内容の報告等による事務

の迅速化

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例】

国との協議や意見の調整に時間を要し、迅速な企業立地の支障となっている。

【制度改正の必要性】

地域の特性・強みを活かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指す法律の考え方によれば、都道府

県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 愛知県

管理番号 45

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律

第5条 第1項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答

   地域の特性・強みを活かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指す法律の考え方によれば、都道

府県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る協議・同意については

地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏まえ、法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられ

る計画をする場合及び、国に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であって、国の施策と整

合性を特に確保しなければこれらの施策の実施に著しく支障が生ずると認められる場合に係る事項のほか、

廃止又は事後報告に移行するべきである。それ以外についても、提案団体の提案の実現に向けて積極的に

検討するべきである。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「過去議論してきて現在の形になっている」「運用改善で柔軟に対

応できる」という主張があったが、地方自治体からの提案にもあるとおり、現在の形でも制度活用や投資計

画を断念する企業が出てくるなどの支障が生じているため、運用改善を行った上で、同意事項の簡素化や同

意の権限移譲などの更なる制度改正を行うべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

【同意権限の移譲】

○　「『財政上等の措置』があるため国の積極的関与が必要」という主張があったが、中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）における経営革新計画など、他の法律においては財政上

等の措置があっても都道府県が承認している例もあり、また、国が基本計画の内容を担保する方法として

は、事後届出により不備がある場合に是正を求める等の方法もあるため、計画の対象区域が一都道府県内

に留まる場合など、一定の場合に都道府県に同意権限を移譲することを検討すべきであるが、この場合何

か具体的な支障はあるのか。

【同意事項の簡素化】

○　法第５条第２項各号に規定する基本計画の事項について、地方分権改革推進委員会の第３次勧告にお

いて、メルクマール非該当（廃止）や事後報告等にすべきとされた事項が未だ多く存するところ、あらかじめ国

において必要な確認事項を示すことにより、同意事項を簡素化できると考えるが、この場合何か具体的な支

障はあるのか。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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企業立地促進法第５条に基づく基本計画の同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）

は、企業立地に関係する国の他の政策等（工場立地法の特例措置、減収補填、低利融資、施設整備補助

等）との整合等を事前に確認することで、国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。

仮に、基本計画の同意協議の廃止等を行った場合、地域に対する支援措置を講じる際に国が個別に確認せ

ざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。また、同意協議の廃止等を行うにも

関わらず、地域に対する支援措置を国が確認しないこととする場合、現在の国の支援措置を維持することが

困難となる。

また、企業立地促進法第５条第２項各号における個別項目についても、それぞれの項目について国の支援

策を得るために必要不可欠なものであり、仮に、その個別項目を廃止した場合は、それぞれの支援措置を維

持することが困難となる。

なお、個別項目については、地方分権改革推進委員会第３次勧告（平成２１年１０月）を踏まえ、内閣府との

協議等を経て必要な見直しを既に実施したころである。（平成２３年４月の第1次地方分権一括法において

１３項目のうち３項目については廃止済み。）
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の規定による、基本計画

に係る国の協議、同意の廃止

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

策定から国との協議や意見の調整、同意までに６か月かかるなど時間を要し、迅速な企業立地の支障となっ

ている。

地域の特性・強みを生かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指すという法の考え方によれば、都

道府県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

国の同意が不要となれば、より迅速に企業立地計画・事業高度化計画の認定が可能となり、基本計画の同

意まで企業の投資にストップをかけることがなくなる。

都道府県が定める基本計画に係る国の協議、同意を廃止すべき。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 鳥取県、大阪府、徳島県

管理番号 173

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答

　現在、国内企業の拠点集約を含めた再編や海外立地を見据えた立地競争の中において、企業への迅速

な対応は重要な課題となっているが、地域活性化基本計画の策定から国との協議や意見の調整、同意まで

に６か月かかるなど時間を要し、迅速な企業立地の支障となっている。

　県が行う基本計画の策定にあたっては、企業立地促進法、及び国において各省との調整の結果定めた基

本方針にしたがって策定を行っているものであり、国の政策等との整合性は取れている。

　また、当地域の地域活性化基本計画の策定時等においては地域活性化協議会に主務省庁である経済産

業省の地方経済産業局から出席をいただき、意見、確認等を頂いており、国への協議、同意は必要ないと考

える。

　国の支援が円滑に実施されるように配慮が必要という点に関しては、同意ではなく、県における基本計画

策定後、速やかに届出を行うことで対応可能である。

　なお、基本計画に則った県の企業立地促進への取組に対する国の財政上等の措置については、県におけ

る企業立地計画や事業高度化計画の承認実績や、地域の支援要望を国において把握することにより適切に

措置することが可能である。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る協議・同意については

地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏まえ、法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられ

る計画をする場合及び、国に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であって、国の施策と整

合性を特に確保しなければこれらの施策の実施に著しく支障が生ずると認められる場合に係る事項のほか、

廃止又は事後報告に移行するべきである。それ以外についても、提案団体の提案の実現に向けて積極的に

検討するべきである。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「過去議論してきて現在の形になっている」「運用改善で柔軟に対

応できる」という主張があったが、地方自治体からの提案にもあるとおり、現在の形でも制度活用や投資計

画を断念する企業が出てくるなどの支障が生じているため、運用改善を行った上で、同意事項の簡素化や同

意の権限移譲などの更なる制度改正を行うべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

【同意権限の移譲】

○　「『財政上等の措置』があるため国の積極的関与が必要」という主張があったが、中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）における経営革新計画など、他の法律においては財政上

等の措置があっても都道府県が承認している例もあり、また、国が基本計画の内容を担保する方法として

は、事後届出により不備がある場合に是正を求める等の方法もあるため、計画の対象区域が一都道府県内

に留まる場合など、一定の場合に都道府県に同意権限を移譲することを検討すべきであるが、この場合何

か具体的な支障はあるのか。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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【同意事項の簡素化】

○　法第５条第２項各号に規定する基本計画の事項について、地方分権改革推進委員会の第３次勧告にお

いて、メルクマール非該当（廃止）や事後報告等にすべきとされた事項が未だ多く存するところ、あらかじめ国

において必要な確認事項を示すことにより、同意事項を簡素化できると考えるが、この場合何か具体的な支

障はあるのか。

回答区分 C　対応不可

企業立地促進法第５条に基づく基本計画の同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）

は、企業立地に関係する国の他の政策等（工場立地法の特例措置、減収補填、低利融資、施設整備補助

等）との整合等を事前に確認することで、国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。

仮に、基本計画の同意協議の廃止等を行った場合、地域に対する支援措置を講じる際に国が個別に確認せ

ざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。また、同意協議の廃止等を行うにも

関わらず、地域に対する支援措置を国が確認しないこととする場合、現在の国の支援措置を維持することが

困難となる。

また、企業立地促進法第５条第２項各号における個別項目についても、それぞれの項目について国の支援

策を得るために必要不可欠なものであり、仮に、その個別項目を廃止した場合は、それぞれの支援措置を維

持することが困難となる。

なお、個別項目については、地方分権改革推進委員会第３次勧告（平成２１年１０月）を踏まえ、内閣府との

協議等を経て必要な見直しを既に実施したころである。（平成２３年４月の第1次地方分権一括法において

１３項目のうち３項目については廃止済み。）

各府省からの第２次回答
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

法第5条第2項第8号及び第9号に係る部分について、同意協議ではなく事後報告または届出とすること。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障】企業立地促進法第５条及び第６条に基づく「基本計画の主務大臣への同意協議」については、これま

でに協議の迅速化を図るため、提出書類の簡素化が行われたが、現状においても、基本計画の同意を得る

ための主務大臣と他省庁間の事前協議に時間を要しており、地域産業活性化協議会での協議期間を含め

ると、承認までに６か月程度を要する事例がある。初期投資を抑制しようとする企業は、同法に基づく低利子

融資等の優遇策の活用の適否が不明なため、法に基づく基本計画が同意（計画の変更を含む）されるまで

の間工事着工が出来ず、場合によっては投資計画そのものを見直す必要が生じるなど、長期の協議期間が

企業の円滑な事業推進に大きな支障を生じている。特に近年、設備投資を決定してから実行に移すまでの

スパンが短い企業が多く、平成２５年度には、法に基づく低利子融資活用決定までに数か月を要することが

ネックとなり、活用を断念した事例もあり、法の目的と実務が乖離している。一連の手続きに時間を要する主

な理由のひとつとして、関係省庁との事前協議に多くの時間を要していることが挙げられる。この点について

は、事前に関係省庁の審査項目を県に示すことにより、事前協議段階で県内部や市町村等関係団体との協

議を進めることが可能となり、協議の迅速化に繋がる。

【必要性】関係法令との整合性については、県がその責任において、関係部局との連携を図りながら確認す

ることとし、主務大臣、特に経済産業省以外の関係大臣との同意協議については事後報告又は届出とする

必要がある。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 九州地方知事会

管理番号 370

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成および活性化に関する法律

第5条及び第6条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）は、企業立

地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認することで、基本計画に基づく地方自治体等の取組

やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。また、企業立地促進法で

は、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場

立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じており、国として財政上等の措置を実施していくた

め、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必要。

各府省からの第１次回答

国は基本計画に基づく企業による立地及び設備投資に対して各種優遇措置を講じていることから、これら制

度の活用にあたっては、国がその内容を確認する必要があるという意見は、一般的には理解できる。

しかしながら、今回の提案の趣旨は、国の同意までに長い期間を要していることが、企業が当該制度を活用

する際の支障となっている状況を踏まえ、企業の目線に立って制度を活用しやすくするというものであり、そ

のためにはやはり思い切った権限移譲の措置が必要である。

企業立地促進法第１条（目的）には、「地方公共団体が行う主体的かつ計画的な取組を効果的に支援するた

めの措置を講ずることにより、地域経済の自立的発展の基盤の強化を図り、もって国民経済の健全な発展

に資することを目的とする。」と明記されているところであり、「地域の自立的な取り組みを支援する」という同

法の趣旨を鑑みると、国による財政上の措置があるために国の関与が不可欠であるということであれば、そ

れは法の目的と実務が乖離していると言わざるを得ない。

仮に今回、国の同意協議を事後報告又は届出とすることがどうしても難しいという判断になるのであれば、例

えば、同意に要している期間を短縮するために、①事前協議の段階で、各省が想定する審査のポイントを自

治体に示す（＊事前協議の時間短縮）、②多くの時間を割いている関係大臣押印や地域産業活性化協議会

構成員の押印の手順、手法を改善する（＊本協議の時間短縮）、などの方法により、同意手続きの迅速化を

図って頂きたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る協議・同意については

地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏まえ、法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられ

る計画をする場合及び、国に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であって、国の施策と整

合性を特に確保しなければこれらの施策の実施に著しく支障が生ずると認められる場合に係る事項のほか、

廃止又は事後報告に移行するべきである。それ以外についても、提案団体の提案の実現に向けて積極的に

検討するべきである。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「過去議論してきて現在の形になっている」「運用改善で柔軟に対

応できる」という主張があったが、地方自治体からの提案にもあるとおり、現在の形でも制度活用や投資計

画を断念する企業が出てくるなどの支障が生じているため、運用改善を行った上で、同意事項の簡素化や同

意の権限移譲などの更なる制度改正を行うべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

【同意権限の移譲】

○　「『財政上等の措置』があるため国の積極的関与が必要」という主張があったが、中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）における経営革新計画など、他の法律においては財政上

等の措置があっても都道府県が承認している例もあり、また、国が基本計画の内容を担保する方法として

は、事後届出により不備がある場合に是正を求める等の方法もあるため、計画の対象区域が一都道府県内

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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に留まる場合など、一定の場合に都道府県に同意権限を移譲することを検討すべきであるが、この場合何

か具体的な支障はあるのか。

【同意事項の簡素化】

○　法第５条第２項各号に規定する基本計画の事項について、地方分権改革推進委員会の第３次勧告にお

いて、メルクマール非該当（廃止）や事後報告等にすべきとされた事項が未だ多く存するところ、あらかじめ国

において必要な確認事項を示すことにより、同意事項を簡素化できると考えるが、この場合何か具体的な支

障はあるのか。

回答区分 C　対応不可

企業立地促進法第５条に基づく基本計画の同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）

は、企業立地に関係する国の他の政策等（工場立地法の特例措置、減収補填、低利融資、施設整備補助

等）との整合等を事前に確認することで、国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。

仮に、基本計画の同意協議の廃止等を行った場合、地域に対する支援措置を講じる際に国が個別に確認せ

ざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。また、同意協議の廃止等を行うにも

関わらず、地域に対する支援措置を国が確認しないこととする場合、現在の国の支援措置を維持することが

困難となる。

また、企業立地促進法第５条第２項各号における個別項目についても、それぞれの項目について国の支援

策を得るために必要不可欠なものであり、仮に、その個別項目を廃止した場合は、それぞれの支援措置を維

持することが困難となる。

なお、個別項目については、地方分権改革推進委員会第３次勧告（平成２１年１０月）を踏まえ、内閣府との

協議等を経て必要な見直しを既に実施したころである。（平成２３年４月の第1次地方分権一括法において

１３項目のうち３項目については廃止済み。）

各府省からの第２次回答
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

・企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（以後　企業立地促進

法）の第５条２項１号、６号、８号に関する主務大臣との協議及びその同意について廃止し、２項７号、９号に

ついては事後報告・届出・通知などとすべき。    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

企業立地促進法第５条２項の各号の内容について、同法第５条１項に規定されている主務大臣との協議及

び同意に、およそ一ヶ月程度の時間を要するため、経済状況に適応した迅速な基本計画の策定の支障と

なっている。

協議会で承認を得ている計画の策定やその変更に対しての事務が煩雑で、時間がかかっている。

法第５条規定による計画の策定や法第６条の変更の場合、協議及び同意に向けての段取りとして、まず協

議会での承認、県警への法定協議が行われ、関東経済産業局へ事前に案(変更案)を提出。次に案(変更案)

に基づき本省協議が行われ、関係各省の事前協議を経て、ようやく正式な変更協議書の提出が可能とな

る。そこから更に法定協議を経て同意となるが、国から聞いたところ、主務大臣の同意タイミングが月1回程

度とのことであり、これでは、タイムリーな計画策定や変更の支障となる。

直近の事例では、法第６条の変更についてであるが、平成２６年３月に協議会の承認を得たにもかかわら

ず、定められた国との協議を経たことにより、正式な協議書の提出が平成２６年７月になっており、主務大臣

の同意は平成２６年８月の予定である。この変更内容は、基本計画の中から、市の財団が行っている事業が

廃止になったため、計画の記述から削除するものであるが、その程度の変更に半年近くの時間を費やし、協

議会の会員である各市町の長の印を集め、さらに関係省庁数分の大臣の同意を得る必要がある。

地方が定め、地方が行う計画であるにもかかわらず、このように主務大臣との協議及び同意を得ることが経

済状況に適応した迅速な対応の支障となっている。そのため、協議及び同意を廃止し事後報告・届出・通知

等で対応することで良しとすべきである。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 神奈川県

管理番号 474

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第5条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答

財政上の措置の問題で国の確認が必要との意見は一般的には理解できるが、本来その確認事項は必要最

小限のものとすべきである。

計画の策定や変更に関する協議及び同意に時間がかかりすぎるため、経済状況に適応した迅速な対応が

できないことが支障となっている。

その改善のためには、個々の項目について確認が必要な理由を明らかにしたうえで、合理的でないものは、

協議及び同意を廃止し事後報告・届出・通知等で対応することで良しとすべきである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る協議・同意については

地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏まえ、法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられ

る計画をする場合及び、国に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であって、国の施策と整

合性を特に確保しなければこれらの施策の実施に著しく支障が生ずると認められる場合に係る事項のほか、

廃止又は事後報告に移行するべきである。それ以外についても、提案団体の提案の実現に向けて積極的に

検討するべきである。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「過去議論してきて現在の形になっている」「運用改善で柔軟に対

応できる」という主張があったが、地方自治体からの提案にもあるとおり、現在の形でも制度活用や投資計

画を断念する企業が出てくるなどの支障が生じているため、運用改善を行った上で、同意事項の簡素化や同

意の権限移譲などの更なる制度改正を行うべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

【同意権限の移譲】

○　「『財政上等の措置』があるため国の積極的関与が必要」という主張があったが、中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）における経営革新計画など、他の法律においては財政上

等の措置があっても都道府県が承認している例もあり、また、国が基本計画の内容を担保する方法として

は、事後届出により不備がある場合に是正を求める等の方法もあるため、計画の対象区域が一都道府県内

に留まる場合など、一定の場合に都道府県に同意権限を移譲することを検討すべきであるが、この場合何

か具体的な支障はあるのか。

【同意事項の簡素化】

○　法第５条第２項各号に規定する基本計画の事項について、地方分権改革推進委員会の第３次勧告にお

いて、メルクマール非該当（廃止）や事後報告等にすべきとされた事項が未だ多く存するところ、あらかじめ国

において必要な確認事項を示すことにより、同意事項を簡素化できると考えるが、この場合何か具体的な支

障はあるのか。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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回答区分 C　対応不可

企業立地促進法第５条に基づく基本計画の同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）

は、企業立地に関係する国の他の政策等（工場立地法の特例措置、減収補填、低利融資、施設整備補助

等）との整合等を事前に確認することで、国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。

仮に、基本計画の同意協議の廃止等を行った場合、地域に対する支援措置を講じる際に国が個別に確認せ

ざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。また、同意協議の廃止等を行うにも

関わらず、地域に対する支援措置を国が確認しないこととする場合、現在の国の支援措置を維持することが

困難となる。

また、企業立地促進法第５条第２項各号における個別項目についても、それぞれの項目について国の支援

策を得るために必要不可欠なものであり、仮に、その個別項目を廃止した場合は、それぞれの支援措置を維

持することが困難となる。

なお、個別項目については、地方分権改革推進委員会第３次勧告（平成２１年１０月）を踏まえ、内閣府との

協議等を経て必要な見直しを既に実施したころである。（平成２３年４月の第1次地方分権一括法において

１３項目のうち３項目については廃止済み。）

各府省からの第２次回答

21



経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

企業立地促進に関する権限について、同法第5条において都道府県が作成することとされている産業集積に

関する基本計画に係る国の同意手続を廃止、簡素化する

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

計画を策定後、国の各関係省庁における同意の手続に相当の期間（3ヶ月程度）がかかっており、立地企業

の産業活動をその間待っていただくなどの支障が生じているところ。

なお、義務付け・枠付けの第４次見直しにおいて提出書類の簡素化が行われたが、本手続きにより地域の

強みを活かしたスピード感のある産業の発展を阻害することのないよう、国への事前届出とする等、手続期

間を短縮することを求めるもの。

また、地方分権改革推進委員会第3次勧告においては、同意を要する協議が許容される場合として、「法制

度上当然に、国の税制・財政上の特性措置が講じられる計画を策定する場合」が示されているが、本法に基

づく国税上の課税の特例、国から補助金（人材育成に関するもの）は平成26年4月から廃止されていることか

ら、国の関与を少なくすることを求めるものであり、国関係機関による確認の機会は、事前届出により担保で

きると考えている。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 京都府、大阪府、鳥取県

管理番号 593

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答

　国の確認の廃止を求めているものではなく、平成26年4月から国税の特例及び国補助金が廃止されている

ことから、事前届出制に変更する等手続の簡素化を求めているもの。

　企業立地においては、事業を展開するスピードが重要であることから、地域の実情に合わせた迅速な施策

展開を図るため、提案に沿った見直しをすべき。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る協議・同意については

地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏まえ、法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられ

る計画をする場合及び、国に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であって、国の施策と整

合性を特に確保しなければこれらの施策の実施に著しく支障が生ずると認められる場合に係る事項のほか、

廃止又は事後報告に移行するべきである。それ以外についても、提案団体の提案の実現に向けて積極的に

検討するべきである。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「過去議論してきて現在の形になっている」「運用改善で柔軟に対

応できる」という主張があったが、地方自治体からの提案にもあるとおり、現在の形でも制度活用や投資計

画を断念する企業が出てくるなどの支障が生じているため、運用改善を行った上で、同意事項の簡素化や同

意の権限移譲などの更なる制度改正を行うべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

【同意権限の移譲】

○　「『財政上等の措置』があるため国の積極的関与が必要」という主張があったが、中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）における経営革新計画など、他の法律においては財政上

等の措置があっても都道府県が承認している例もあり、また、国が基本計画の内容を担保する方法として

は、事後届出により不備がある場合に是正を求める等の方法もあるため、計画の対象区域が一都道府県内

に留まる場合など、一定の場合に都道府県に同意権限を移譲することを検討すべきであるが、この場合何

か具体的な支障はあるのか。

【同意事項の簡素化】

○　法第５条第２項各号に規定する基本計画の事項について、地方分権改革推進委員会の第３次勧告にお

いて、メルクマール非該当（廃止）や事後報告等にすべきとされた事項が未だ多く存するところ、あらかじめ国

において必要な確認事項を示すことにより、同意事項を簡素化できると考えるが、この場合何か具体的な支

障はあるのか。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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企業立地促進法第５条に基づく基本計画の同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）

は、企業立地に関係する国の他の政策等（工場立地法の特例措置、減収補填、低利融資、施設整備補助

等）との整合等を事前に確認することで、国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。

仮に、基本計画の同意協議の廃止等を行った場合、地域に対する支援措置を講じる際に国が個別に確認せ

ざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。また、同意協議の廃止等を行うにも

関わらず、地域に対する支援措置を国が確認しないこととする場合、現在の国の支援措置を維持することが

困難となる。

また、企業立地促進法第５条第２項各号における個別項目についても、それぞれの項目について国の支援

策を得るために必要不可欠なものであり、仮に、その個別項目を廃止した場合は、それぞれの支援措置を維

持することが困難となる。

なお、個別項目については、地方分権改革推進委員会第３次勧告（平成２１年１０月）を踏まえ、内閣府との

協議等を経て必要な見直しを既に実施したころである。（平成２３年４月の第1次地方分権一括法において

１３項目のうち３項目については廃止済み。）
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

現行、都道府県と市町村が共同して基本計画を策定することとなっているが、「市町村のみで策定」できるこ

ととすること

基本計画の対象地区が一つの都道府県内に留まる場合(全域にわたる場合を除く)には、法第5条第1項に定

める「主務大臣への協議(同意)」は、「知事への協議(同意)及び国への報告」でよいとすること。　

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【現行】

同法に基づく同意を得るには、必ず都道府県と市町村が共同して基本計画を策定し、関係省庁へ協議を行

うこととなっている。

【支障事例】

現在、対象エリアが一つの市町村内に留まる場合など、必ずしも都道府県と市町村が共同して計画を策定

する必要がない場合にも、共同策定が義務付けられているため、国提出の前段階において都道府県と市町

村の間とで共同策定のための事前調整を実施している。事前調整には、地域産業活性化協議会の開催も含

め、概ね６ヶ月の期間を要している。（県の大規模プロジェクトにより企業集積を推進している地区など、必要

であれば共同策定するので、一律の義務付けは必要ない）

また、関係省庁が複数に渡るため、事前協議（調整）等に時間を要し、同意までに2～3月間の時間がかか

る。

【制度改正の必要性】

基本計画は、国の定める基本方針に基づき、地元の産業関係機関で構成する地域産業活性化協議会(法第

7条)における協議を経て策定されるものであるため、この手続に沿う限り、市町村主体の計画策定も認める

べきである。また、基本計画の対象地区が都道府県内に留まる限り、国の同意を得ることを義務付ける必要

はない。

なお、課税の特例、農地法等の処分に係る配慮等を行うに当たって国が支援対象の取組を把握し、支援を

行う妥当性等の判断を可能にするためには、国への事前調整等の実施や、国において事前に必要な確認

事項を示し、それを受けて都道府県が確認することで足りる。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画の策定主体及び大

臣協議の見直し

提案団体 兵庫県、大阪府、鳥取県、徳島県

管理番号 807

根拠法令等

企業立地促進法第５条第１項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答

・国の他の政策等との整合等について事前の確認が必要とあるが、国が事前に必要となる事項について基

準を示し、それを受けて都道府県が確認することで足りる。

・国として財政上の措置を実施していくため、（事前）確認が不可欠との回答は、企業立地促進法第１条の規

定「地方公共団体が行う主体的かつ計画的な取組を効果的に支援するための措置を講ずる。」に沿ったもの

とは言えないのではないか。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る協議・同意については

地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏まえ、法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられ

る計画をする場合及び、国に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であって、国の施策と整

合性を特に確保しなければこれらの施策の実施に著しく支障が生ずると認められる場合に係る事項のほか、

廃止又は事後報告に移行するべきである。それ以外についても、提案団体の提案の実現に向けて積極的に

検討するべきである。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「過去議論してきて現在の形になっている」「運用改善で柔軟に対

応できる」という主張があったが、地方自治体からの提案にもあるとおり、現在の形でも制度活用や投資計

画を断念する企業が出てくるなどの支障が生じているため、運用改善を行った上で、同意事項の簡素化や同

意の権限移譲などの更なる制度改正を行うべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

【同意権限の移譲】

○　「『財政上等の措置』があるため国の積極的関与が必要」という主張があったが、中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）における経営革新計画など、他の法律においては財政上

等の措置があっても都道府県が承認している例もあり、また、国が基本計画の内容を担保する方法として

は、事後届出により不備がある場合に是正を求める等の方法もあるため、計画の対象区域が一都道府県内

に留まる場合など、一定の場合に都道府県に同意権限を移譲することを検討すべきであるが、この場合何

か具体的な支障はあるのか。

【同意事項の簡素化】

○　法第５条第２項各号に規定する基本計画の事項について、地方分権改革推進委員会の第３次勧告にお

いて、メルクマール非該当（廃止）や事後報告等にすべきとされた事項が未だ多く存するところ、あらかじめ国

において必要な確認事項を示すことにより、同意事項を簡素化できると考えるが、この場合何か具体的な支

障はあるのか。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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回答区分 C　対応不可

企業立地促進法第５条に基づく基本計画の同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）

は、企業立地に関係する国の他の政策等（工場立地法の特例措置、減収補填、低利融資、施設整備補助

等）との整合等を事前に確認することで、国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。

仮に、基本計画の同意協議の廃止等を行った場合、地域に対する支援措置を講じる際に国が個別に確認せ

ざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。また、同意協議の廃止等を行うにも

関わらず、地域に対する支援措置を国が確認しないこととする場合、現在の国の支援措置を維持することが

困難となる。

また、企業立地促進法第５条第２項各号における個別項目についても、それぞれの項目について国の支援

策を得るために必要不可欠なものであり、仮に、その個別項目を廃止した場合は、それぞれの支援措置を維

持することが困難となる。

なお、個別項目については、地方分権改革推進委員会第３次勧告（平成２１年１０月）を踏まえ、内閣府との

協議等を経て必要な見直しを既に実施したころである。（平成２３年４月の第1次地方分権一括法において

１３項目のうち３項目については廃止済み。）

基本計画は、企業立地促進法第５条第１項により、市町村と都道府県が共同して、地域産業活性化協議会

における協議を経て作成することしているが、これは、企業立地等による産業集積の形成及び活性化を図る

上で重要となる事業環境やインフラ整備（道路、港湾、工業用水等）、農地転用等の企業立地に関する手続

き等、事業環境の整備ついて、その多くを都道府県が実施（又は関与）しているためであり、市町村と都道府

県が緊密な連携と適切な役割分担を図り、効果的かつ効率的な政策展開を実施していくためにも、基本計

画を市町村と都道府県が共同して作成することが必要である。仮に、市町村のみで基本計画を策定して都

道府県が同意をしたのでは、地域が国の支援を得るための要件にはなり得ず、地域に対する支援措置を講

じる際に国が個別に確認せざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。

各府省からの第２次回答
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の規定による、基本計画

に係る国の協議、同意の廃止

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

都道府県が定める基本計画に係る国の協議、同意を廃止すべき。

国との協議や意見の調整に6か月かかるなど時間を要し、迅速な企業立地の支障となっている。

地域の特性・強みを生かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指すという法の考え方によれば、都

道府県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る国の同意協

議の見直し

提案団体 中国地方知事会

管理番号 962

根拠法令等

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

55
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回答区分 C　対応不可

　企業立地促進法第5条に基づく同意は、企業立地に関係する国の他の政策等との整合等を事前に確認す

ることで、基本計画に基づく地方自治体等の取組やそれらに対する国の支援が円滑に実施されるよう配慮

するためのものである。また、企業立地促進法では、国の同意を得た基本計画に従って行われる地方自治

体等の企業立地促進に向けた取組に対して、工場立地法の特例措置、低利融資、施設整備補助等を講じて

おり、国として財政上等の措置を実施していくため、国の確認が不可欠であり、現行規定を維持することが必

要。

各府省からの第１次回答

　現在、国内企業の拠点集約を含めた再編や海外立地を見据えた立地競争の中において、企業への迅速

な対応は重要な課題となっているが、地域活性化基本計画の策定から国との協議や意見の調整、同意まで

に６か月かかるなど時間を要し、迅速な企業立地の支障となっている。

　県が行う基本計画の策定にあたっては、企業立地促進法、及び国において各省との調整の結果定めた基

本方針にしたがって策定を行っているものであり、国の政策等との整合性は取れている。

　また、当地域の地域活性化基本計画の策定時等においては地域活性化協議会に主務省庁である経済産

業省の地方経済産業局から出席をいただき、意見、確認等を頂いており、国への協議、同意は必要ないと考

える。

　国の支援が円滑に実施されるように配慮が必要という点に関しては、同意ではなく、県における基本計画

策定後、速やかに届出を行うことで対応可能である。

　なお、基本計画に則った県の企業立地促進への取組に対する国の財政上等の措置については、県におけ

る企業立地計画や事業高度化計画の承認実績や、地域の支援要望を国において把握することにより適切に

措置することが可能である。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に係る協議・同意については

地方分権改革推進委員会第３次勧告を踏まえ、法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられ

る計画をする場合及び、国に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であって、国の施策と整

合性を特に確保しなければこれらの施策の実施に著しく支障が生ずると認められる場合に係る事項のほか、

廃止又は事後報告に移行するべきである。それ以外についても、提案団体の提案の実現に向けて積極的に

検討するべきである。

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「過去議論してきて現在の形になっている」「運用改善で柔軟に対

応できる」という主張があったが、地方自治体からの提案にもあるとおり、現在の形でも制度活用や投資計

画を断念する企業が出てくるなどの支障が生じているため、運用改善を行った上で、同意事項の簡素化や同

意の権限移譲などの更なる制度改正を行うべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

【同意権限の移譲】

○　「『財政上等の措置』があるため国の積極的関与が必要」という主張があったが、中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）における経営革新計画など、他の法律においては財政上

等の措置があっても都道府県が承認している例もあり、また、国が基本計画の内容を担保する方法として

は、事後届出により不備がある場合に是正を求める等の方法もあるため、計画の対象区域が一都道府県内

に留まる場合など、一定の場合に都道府県に同意権限を移譲することを検討すべきであるが、この場合何

か具体的な支障はあるのか。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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【同意事項の簡素化】

○　法第５条第２項各号に規定する基本計画の事項について、地方分権改革推進委員会の第３次勧告にお

いて、メルクマール非該当（廃止）や事後報告等にすべきとされた事項が未だ多く存するところ、あらかじめ国

において必要な確認事項を示すことにより、同意事項を簡素化できると考えるが、この場合何か具体的な支

障はあるのか。

回答区分 C　対応不可

企業立地促進法第５条に基づく基本計画の同意（同法第６条に基づく基本計画の変更に係る同意を含む。）

は、企業立地に関係する国の他の政策等（工場立地法の特例措置、減収補填、低利融資、施設整備補助

等）との整合等を事前に確認することで、国の支援が円滑に実施されるよう配慮するためのものである。

仮に、基本計画の同意協議の廃止等を行った場合、地域に対する支援措置を講じる際に国が個別に確認せ

ざるを得なくなり、現状よりも国の直接的な関与が高まると考えられる。また、同意協議の廃止等を行うにも

関わらず、地域に対する支援措置を国が確認しないこととする場合、現在の国の支援措置を維持することが

困難となる。

また、企業立地促進法第５条第２項各号における個別項目についても、それぞれの項目について国の支援

策を得るために必要不可欠なものであり、仮に、その個別項目を廃止した場合は、それぞれの支援措置を維

持することが困難となる。

なお、個別項目については、地方分権改革推進委員会第３次勧告（平成２１年１０月）を踏まえ、内閣府との

協議等を経て必要な見直しを既に実施したころである。（平成２３年４月の第1次地方分権一括法において

１３項目のうち３項目については廃止済み。）

各府省からの第２次回答
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を行う。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正要望の経緯・必要性】

工場立地法上の特定工場の新設等の届出に係る基準面積の条例制定については，工場立地法第４条の２

第１項により都道府県が，第２項により基礎自治体である政令指定都市，市は行うことが可能であるが，町

村については，法令上，権限がない。

市までは移譲済みであるところ，町村だけを除外する理由に乏しい。また町村の判断による条件の緩和によ

り企業誘致につながるメリットもある。

なお，工場立地法の規定により，緑地面積率等に係る地域準則の策定の事務は，「都道府県の条例で定め

ることとされている事務」であるため，特例条例による町村への移譲はできない（県の条例でのみ定めること

ができる事務）。

【具体的支障事例】

本県では企業立地促進法の集積区域以外の区域や住宅地や学校のまわりに工場立地法の特定工場が立

地している町村もあり、企業立地促進法による特例も適用できず、町村独自の企業誘致等の取組に支障が

ある状況である。

【課題の解消策】

このため、工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を求

める。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定権限の町村への移譲

提案団体 広島県

管理番号 366

根拠法令等

工場立地法第４条の２

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

56
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回答区分 C　対応不可

工場立地法の権限移譲については、平成２２年に閣議決定された「地域主権戦略大綱」に基づく「地域の自

主性及び自立政を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（２次一括法）にお

いて、市まで権限を移譲する改正を行ってきたところである。「町村」については、行政規模、行政コスト、行

政効率等の観点から、工場立地法上、権限を移譲することは適切ではなく、従って、本提案について対応す

ることはできない。

各府省からの第１次回答

　地方自治法に基づき，条例を定めて市町に新設等の届出事務を移譲している中，面積要件の判断が可能

になることで市町が一体的に法運用できるようになる。

　同法の目的は，工場周辺地域の生活環境の保持であることからも，より住民に身近な行政主体である基礎

自治体に於いて，地域の実情に応じた適切な判断が出来るようにすべき。

　「行政規模，行政コスト，行政効率等の観点」をもって，市には移譲適当，町村には移譲不適当とする考え

方は，合理性を欠く。

　当該事務処理に当たり特別な資格や知見が求められていない中では，希望する基礎自治体が処理できる

ようにすべき。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・提案団体の提案に沿って、緑地面積率等に係る地域準則の条例制定の主体に町村を追加するべきであ

る。

【全国町村会】

地域の特性を活かし、工場の立地等産業の振興に取り組む町村においては、市と遜色のない組織体制を敷

くことから、必ずしも行政規模等の観点から、町村に権限を移譲することは適切でないとする考え方は、合理

性がない。

地方創生が内閣の最重要課題となっていることからも、希望する町村に権限を移譲し、地域の実情にあわせ

た独自の企業立地施策を展開し、雇用確保が図れるよう前向きに検討すべきである。

○　聖籠町のように、県が広域的な判断で条例制定を行わず、地域の実情に合った地域準則を町村で制定

する必要がある場合がある。こうした場合に対処するためにも、町村に手挙げ方式等により条例制定権限を

移譲すべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

○　聖籠町のように、対象となる工業団地はほぼ分譲済み等の理由で、企業立地促進法第10条に定める工

場立地法の特例が、主務大臣の同意を得るための基準を満たさず、適用されない場合がある。こうした場合

に対処するためにも、本則である工場立地法上の地域準則に係る条例制定権限を移譲するべきであるが、

この場合何か具体的な支障はあるのか。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「町村に権限移譲することは論理的にはあり得る」とのことだったの

で、上述のような町村も存在すること、また、全国町村会からも強い要望があることを踏まえ、提案の実現に

向けて前向きに検討していただきたい。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 D　現行規定により対応可能各府省からの第２次回答
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企業立地促進法に基づく基本計画において企業立地重点促進区域として工場団地等が位置付けられてい

れば、町村であっても準則策定を策定することが可能である。

企業立地重点促進区域とは、同法に基づく集積区域の区域内において、特に重点的に企業立地を図るべき

区域であるが、同法における「企業立地」とは、事業者がその事業の用に供する工場又は事業場の新増設

（用途変更含む。）と定義付けており、必ずしも新規立地が見込まれる区域に限定しているものではない。

このため、環境保全等に配慮した上で、地域が増設等を特に推進するなど集積区域よりもさらに集中的に政

策資源の投入を行うことが適当と考える区域であれば、当該区域を企業立地重点促進区域として設定する

ことは、現行法の運用においても対応可能である。
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

工場立地法に規定する緑地面積率等の規制緩和に関する地域準則の制定権限を、都道府県から希望する

町村に移譲する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【支障事例】当町に唯一存在する工業団地「新潟東港工業地帯」は概ね分譲済みであり、隣接地に事業用地

を求めることが困難な状況。今後同工業団地において更なる事業拡大を望む特定工場に対する行政側の支

援策としては、緑地面積率の緩和による支援が考えられるが、工場立地法の地域準則制定に係る事務権限

は都道府県が有しているため、町村における準則制定はできない。

緑地面積率については、企業立地促進法第10 条の規定により特例措置を実施する手法もあるが、同法の

実施要領においては、第10 条に規定する工場立地法の特例措置が実施された場合、相当程度の効果が見

込まれるものとされている。しかし、今後同工業団地の拡張計画はないため、今後見込まれる投資は、既立

地企業の同一敷地内での事業拡大に伴う設備投資が主となることが想定でき、相当程度の企業立地や雇

用拡大を伴うものではないと考える。以上のことから、同工業団地を企業立地基本計画上の重点促進区域

に指定し、緑地面積率の緩和を図ることは不適当であると考える。

【制度の必要性】今後の産業振興・企業立地支援施策として工場立地法の緑地面積率等に関する特例を実

施する際は、企業立地促進法よりも、環境保全を図りつつ適正に工場立地が行われるようにすることを目的

とする工場立地法の主旨のもと、工場立地法における地域準則の制定による特例措置を行うことが適当と

考える。

また、移譲が実現した際には、環境保全を図りつつ周囲の環境と調和の取れる範囲で積極的な企業支援施

策を図ることで、より地域の自主性を発揮することができる。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定権限の希望町村への移譲

提案団体 聖籠町

管理番号 715

根拠法令等

工場立地法第4条の2

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

56

34



回答区分 C　対応不可

工場立地法の権限移譲については、平成２２年に閣議決定された「地域主権戦略大綱」に基づく「地域の自

主性及び自立政を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（２次一括法）にお

いて、市まで権限を移譲する改正を行ってきたところである。「町村」については、行政規模、行政コスト、行

政効率等の観点から、工場立地法上、権限を移譲することは適切ではなく、従って、本提案について対応す

ることはできない。

各府省からの第１次回答

当町においては、工場立地法における特定工場が約30社立地している。特定工場と同等の数値ではない

が、平成24年工業統計調査における事業所数をみると、既に地域準則を制定している市のうち、北海道江別

市、愛知県知多市、島根県安来市などが当町の事業所数と類似しており、「町村」であっても「市」並みの立

地件数を有していると言える。

当町が有する工業用地については概ね売却済みであり、現在、立地している企業が、更なる事業の拡大や

施設の更新・立て替え等を行う場合には、隣接地に事業用地を求めることは困難な状況。このため、自社所

有敷地内での施設整備等を検討する際には、緑地面積率等の規制により、企業の新たな設備投資に対する

阻害の要因となる恐れがある。

当町としては、同工業団地への企業立地促進を図り、雇用確保や税収増につなげていきたいと考えており、

この課題を解決する施策の一つとして緑地面積率等の緩和による支援が考えられる。

しかしながら、工場立地法第４条の２に規定する緑地面積率等に関する地域準則の制定権限は都道府県が

有しており、町村において準則制定ができないことから、独自の企業誘致・支援等の取り組みに支障を来す

恐れがある。

積極的な企業立地施策の実施を考える「町村」においては、工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る

地域準則の条例制定権限の移譲を受けることで、地域の実情に合わせた独自の企業立地施策が展開で

き、より地域の自主性が発揮できると考えるため、同権限の移譲をお願いしたい。

なお、本提案については全町村に対しての一律の権限移譲ではなく、「手挙げ方式」により希望する町村へ

の権限移譲を求めるものである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・提案団体の提案に沿って、緑地面積率等に係る地域準則の条例制定の主体に町村を追加するべきであ

る。

【全国町村会】

地域の特性を活かし、工場の立地等産業の振興に取り組む町村においては、市と遜色のない組織体制を敷

くことから、必ずしも行政規模等の観点から、町村に権限を移譲することは適切でないとする考え方は、合理

性がない。

地方創生が内閣の最重要課題となっていることからも、希望する町村に権限を移譲し、地域の実情にあわせ

た独自の企業立地施策を展開し、雇用確保が図れるよう前向きに検討すべきである。併せて、緑地等の面

積規制についても緩和を図るべきである。

○　聖籠町のように、県が広域的な判断で条例制定を行わず、地域の実情に合った地域準則を町村で制定

する必要がある場合がある。こうした場合に対処するためにも、町村に手挙げ方式等により条例制定権限を

移譲すべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

○　聖籠町のように、対象となる工業団地はほぼ分譲済み等の理由で、企業立地促進法第10条に定める工

場立地法の特例が、主務大臣の同意を得るための基準を満たさず、適用されない場合がある。こうした場合

に対処するためにも、本則である工場立地法上の地域準則に係る条例制定権限を移譲するべきであるが、

この場合何か具体的な支障はあるのか。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点
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○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「町村に権限移譲することは論理的にはあり得る」とのことだったの

で、上述のような町村も存在すること、また、全国町村会からも強い要望があることを踏まえ、提案の実現に

向けて前向きに検討していただきたい。

回答区分 D　現行規定により対応可能

企業立地促進法に基づく基本計画において企業立地重点促進区域として工場団地等が位置付けられてい

れば、町村であっても準則策定を策定することが可能である。

企業立地重点促進区域とは、同法に基づく集積区域の区域内において、特に重点的に企業立地を図るべき

区域であるが、同法における「企業立地」とは、事業者がその事業の用に供する工場又は事業場の新増設

（用途変更含む。）と定義付けており、必ずしも新規立地が見込まれる区域に限定しているものではない。

このため、環境保全等に配慮した上で、地域が増設等を特に推進するなど集積区域よりもさらに集中的に政

策資源の投入を行うことが適当と考える区域であれば、当該区域を企業立地重点促進区域として設定する

ことは、現行法の運用においても対応可能である。

各府省からの第２次回答
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を行う。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正要望の経緯・必要性】

工場立地法上の特定工場の新設等の届出に係る基準面積の条例制定については，工場立地法第４条の２

第１項により都道府県が，第２項により基礎自治体である政令指定都市，市は行うことが可能であるが，町

村については，法令上，権限がない。

市までは移譲済みであるところ，町村だけを除外する理由に乏しい。また町村の判断による条件の緩和によ

り企業誘致につながるメリットもある。

なお，工場立地法の規定により，緑地面積率等に係る地域準則の策定の事務は，「都道府県の条例で定め

ることとされている事務」であるため，特例条例による町村への移譲はできない（県の条例でのみ定めること

ができる事務）。

【具体的支障事例】

本県では企業立地促進法の集積区域以外の区域や住宅地や学校のまわりに工場立地法の特定工場が立

地している町村もあり、企業立地促進法による特例も適用できず、町村独自の企業誘致等の取組に支障が

ある状況である。

【課題の解消策】

このため、工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を求

める。

提案区分 A　権限移譲 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定権限の町村への移譲

提案団体 中国地方知事会

管理番号 963

根拠法令等

工場立地法第４条の２

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

56
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回答区分 C　対応不可

工場立地法の権限移譲については、平成２２年に閣議決定された「地域主権戦略大綱」に基づく「地域の自

主性及び自立政を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（２次一括法）にお

いて、市まで権限を移譲する改正を行ってきたところである。「町村」については、行政規模、行政コスト、行

政効率等の観点から、工場立地法上、権限を移譲することは適切ではなく、従って、本提案について対応す

ることはできない。

各府省からの第１次回答

　地方自治法に基づき，条例を定めて市町に新設等の届出事務を移譲している中，面積要件の判断が可能

になることで市町が一体的に法運用できるようになる。

　同法の目的は，工場周辺地域の生活環境の保持であることからも，より住民に身近な行政主体である基礎

自治体に於いて，地域の実情に応じた適切な判断が出来るようにすべき。

　「行政規模，行政コスト，行政効率等の観点」をもって，市には移譲適当，町村には移譲不適当とする考え

方は，合理性を欠く。

　当該事務処理に当たり特別な資格や知見が求められていない中では，希望する基礎自治体が処理できる

ようにすべき。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

・提案団体の提案に沿って、緑地面積率等に係る地域準則の条例制定の主体に町村を追加するべきであ

る。

【全国町村会】

地域の特性を活かし、工場の立地等産業の振興に取り組む町村においては、市と遜色のない組織体制を敷

くことから、必ずしも行政規模等の観点から、町村に権限を移譲することは適切でないとする考え方は、合理

性がない。

地方創生が内閣の最重要課題となっていることからも、希望する町村に権限を移譲し、地域の実情にあわせ

た独自の企業立地施策を展開し、雇用確保が図れるよう前向きに検討すべきである。

○　聖籠町のように、県が広域的な判断で条例制定を行わず、地域の実情に合った地域準則を町村で制定

する必要がある場合がある。こうした場合に対処するためにも、町村に手挙げ方式等により条例制定権限を

移譲すべきであるが、この場合何か具体的な支障はあるのか。

○　聖籠町のように、対象となる工業団地はほぼ分譲済み等の理由で、企業立地促進法第10条に定める工

場立地法の特例が、主務大臣の同意を得るための基準を満たさず、適用されない場合がある。こうした場合

に対処するためにも、本則である工場立地法上の地域準則に係る条例制定権限を移譲するべきであるが、

この場合何か具体的な支障はあるのか。

○　９月19日（金）のヒアリングにおいて、「町村に権限移譲することは論理的にはあり得る」とのことだったの

で、上述のような町村も存在すること、また、全国町村会からも強い要望があることを踏まえ、提案の実現に

向けて前向きに検討していただきたい。

全国知事会からの意見

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 D　現行規定により対応可能各府省からの第２次回答
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企業立地促進法に基づく基本計画において企業立地重点促進区域として工場団地等が位置付けられてい

れば、町村であっても準則策定を策定することが可能である。

企業立地重点促進区域とは、同法に基づく集積区域の区域内において、特に重点的に企業立地を図るべき

区域であるが、同法における「企業立地」とは、事業者がその事業の用に供する工場又は事業場の新増設

（用途変更含む。）と定義付けており、必ずしも新規立地が見込まれる区域に限定しているものではない。

このため、環境保全等に配慮した上で、地域が増設等を特に推進するなど集積区域よりもさらに集中的に政

策資源の投入を行うことが適当と考える区域であれば、当該区域を企業立地重点促進区域として設定する

ことは、現行法の運用においても対応可能である。
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経済産業省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

経済産業省

求める措置の具体的内容

一定面積以上の緑地を整備している場合であって、緑地の移設（新たな設備投資に伴う緑地の削減も含

む。）に伴う緑地面積の減少が一定割合以下である場合（周辺地域の生活環境の保持に支障を及ぼすおそ

れがない場合に限る。）は、軽微な変更に該当するものとして変更届出の対象から除外する。

なお、緑地整備の適切な推進を図り、周辺地域の生活環境を保持する観点から、既整備緑地面積の大きさ

要件、減少面積率の要件については、都市計画法上の用途地域等に照らし、地域区分ごとに設定する（国

の助言に基づき、県又は市が独自に設定できるようにする）。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

工場立地法では一定規模以上の工場に対して、敷地面積に対して国が定める比率（県又は市が別途定める

場合はその比率）以上の緑地を整備することが義務付けられており、現在、軽微な変更にあたるものとして、

変更届出の対象から除外されているのは次の場合のみである。

①周辺地域の生活環境の保持に支障を及ぼすおそれがない場合であって、緑地の移設により緑地面積が

減少しない場合、

②保安上その他やむを得ない事由により速やかに削減する必要がある場合であって、減少する緑地面積が

10㎡以下の場合

本法の規制趣旨が地域の生活環境との調和であることを踏まえると、大規模な緑地が整備されている工場

や周辺に住居がない森林に囲まれた工場などに対しても一律に取り扱う現在の規定は過剰な規制となって

いる。

工場立地法に基づく特定工場を設置する企業に対し、事務手続きを簡素化することによって新たな設備投資

の円滑化を図ることができる。

また、同時に行政の事務コストを削減することができる。

（具体的事例は別紙のとおり）

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

工場立地法に基づく緑地面積に係る変更届出に関する規制緩和

提案団体 愛媛県

管理番号 857

根拠法令等

工場立地法第８条第１項、同法施行規則第９条

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

57
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回答区分 C　対応不可

工場立地法は立地段階の入口規制であることから、保安上その他やむを得ない場合を除き、生産施設、環

境施設面積等の状況を把握するための届出は必要不可欠である。大規模な緑地が整備されている工場で

あっても、それがどのように変更され、準則に合致しているのかどうかについて審査をする必要があるため届

出は必要。また、周辺に住居がない森林に囲まれた工場であったとしても、周辺の状況は日々変わっていく

ものであり、届出不用の判断基準にはなじまない。従って、本提案について対応することはできない。

各府省からの第１次回答

　工場立地法は、工場立地と地域の生活環境との調和を実現し、工場立地の適正化を推進することを目的と

するものであり、監督上、生産施設、環境施設面積等の状況を把握することは重要であると考える。しかしな

がら、変更の内容から周辺環境に与える影響が小さいものについては、事前の届出により準則への適合性

の審査をする必要性が低く（準則に適合していることが前提）、当該特定工場の状況の変遷については、次

回の変更届出の際に併せて届出が省略された変更内容を届出させ、事後的に把握することで足りるものと

考える。

　緑地面積率については、自治体（県又は市）が都市計画上の用途地域等の地域環境に照らし独自の緑地

面積率を定めることが可能となっているが、これは工場が整備するべき緑地の程度は、立地する地域の環

境によりその必要性の程度は異なるものであり、工場やその周辺状況の実態をより把握している自治体の

判断が必要になるとの考えから措置されたものである。

　本提案の趣旨は、現行では工場の周辺状況にかかわらず一律に「緑地減少面積10㎡以下」であることが

届出不要の判断基準とされていることから、変更届出を不要とする判断基準についてもこれと同様に、国が

示す基準の範囲において自治体が柔軟に設定できるようにし、設備投資の円滑化と周辺の生活環境保持と

のバランスを図ろうとするものである。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

【全国市長会】

提案団体の意見を十分に尊重されたい。

○　９月19日（金）のヒアリングで「提案について、適切に緑地面積に係る地域準則を定めることで対応すべ

き」との話があったが、たとえ緑地面積率に柔軟性を持たせた地域準則を定めたとしても、現行法では10㎡

以上変更があれば届出が必要になるため、提案への対応に当たって、別個の論点として検討していただき

たい。

○　９月19日（金）のヒアリングで言及したとおり、例えば愛媛県の事例によれば、平成24年度以降に緑地の

減少に係る変更届出が21件あり、そのうち19件の緑地減少割合が１％前後であった。

　　近隣に住民がいないなど、周辺住民の環境に配慮する必要性が低い場合にまで、一律10㎡という絶対数

での基準の下、届出の義務を課し、かつ原則90日間変更に着手できないとすることに合理性はなく、変更届

出が必要な範囲について地域で弾力的に定められるようにするなど、10㎡の限定を緩和すべきであるが、こ

の場合何か具体的な支障はあるのか。

全国市長会・全国町村会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 E　提案の実現に向けて対応を検討各府省からの第２次回答
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工場立地法に基づく緑地面積に係る変更届出の対象拡大については、具体的な支障事例等の確認等を行

い、適切な対応を行う。

現時点においては、どのような対応をすることが適当であるかどうかについて把握をしていないため、取り急

ぎ、提案者である愛媛県と協議を開始することとしたい。

なお、具体的な支障事例を確認した上で届出不用要件としての合理性、法目的との整合性からみて対象拡

大できることが確認できた場合には、産業構造審議会地域経済産業分科会工場立地法検討小委員会の審

議等必要なプロセスを経た上でその実現を図ることとしたい。
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＜内閣府：回答・助言等の内容・対応状況＞ 
○工場立地法における緑地面積の削減については、以下のような検討経緯があります。このため、10
㎡を超える緑地面積の削減が必要な具体的事例をご教示ください。 
＜愛媛県：内閣府ご質問に対する回答＞ 
(1) 平成 22 年の産業構造審議会分科会工場立地法検討小委員会（以下、「小委員会」という。）では、

全国規模規制改革要望 2009 で日本経団連からの提案を基に、緑地面積減少に係る軽微な変更の取扱

いについて議論がなされているが、この時の議論では、 
①緑地面積は敷地面積の 20％程度であり、より広い面積を有する生産施設面積の場合よりも厳格

なルールを設定する必要がある。 
②緑地として認められる土地の最少面積が 10 ㎡超である。 

ことから、10 ㎡以下の緑地の減少について、安全・衛生の問題に対して急いで対処する必要がある

場合に限って、軽微変更として取り扱うのが適当との結論に至っているところである。 
 

(2) 平成 23 年 7 月に小委員会が公表した「規制改革要望等への対応の方向性について」では、経済産

業省が全特定工場を対象に実施したアンケート調査によると、「回答のあった工場のうち、6％（約

300 社）の工場が、緑地面積率規制が工場の増設に際に障害になったと回答している」ほか、「産業

界から毎年のように規制緩和要望が呈されている状況に鑑みると、工場立地法の規制が企業の国内投

資に対して一定の制約となっている状況があるといえる」と述べられている（p.7）。さらに、「国内

投資の促進を図る観点から、工場等の立地関連規制の手続きの迅速化や手続きの簡素化は極めて重要

な課題であり、引き続き積極的に取り組むべきである」とされている（P.16）。このため、安全・衛

生上の問題への急ぎ対処の必要がある場合に限らず、積極的な設備投資を行う場合においても緑地規

制の緩和を図る必要があると考える。 
 
(3) しかしながら、工場立地法の緑地面積規制が、工場とその周辺の地域の調和を実現し、周辺の地域

の生活環境の保持を実現するためのものであることを踏まえると、周辺環境に応じた設備投資と工場

緑化とのバランスが図られる必要があるものと考えられるが、上記(1)の議論においては軽微な変更と

して取り扱う緑地削減について、周辺環境の状況は考慮されず、緑地として算入されない範囲での緑

地の削減のみ認めるとの結論が出されている。なお、平成 23 年 9 月 30 日の工場立地法施行規則の改

正により、事業者負担の軽減及び小規模緑化推進の観点から植栽規定が見直され、10 ㎡以下の土地

についても緑地として算入できるようになっている。 
 
(4) また、上記(3)の規則改正により、地域準則を制定する際の自治体の自由度が拡大され、設定できる

緑地面積率の下限が引き下げられたほか、周辺を森林等の自然環境に恵まれ、周辺に住居が存在しな

いような区域での緑地面積率区分が設定され、地域の実情に応じて緑地規制を緩和することが可能と

なったが、工場が整備するべき緑地の程度は、立地する地域によりその必要性の程度は異なるもので

あり、このように自治体における地域性を踏まえた対応が推進されてきている一方で、緑地の削減に

ついては削減面積（10 ㎡以下）という絶対数値で判断する取扱いのままとなっている。 
 
(5) このため、削減する緑地面積が 10 ㎡以下に限定せず、地域の実情に応じて、緑地の削減が周辺環

境に与える効果等を勘案して、軽微な変更として取扱う緑地の削減面積を相対的に捉える必要がある

と考える。 
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